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　コロナ渦を受け，社会や産業には大きな変化が生じ
ているが，研究開発の現場も例外ではない。そもそも
研究開発とは未知の領域に挑む活動であり，絶えざる
進化と高度化が求められる営みだ。コロナ禍を契機と
し，より望ましい形へと研究開発活動のシステムを変革
（トランスフォーム）することを，本稿では「リサーチ
トランスフォーメーション（RX）」と呼ぶことにする。
RXは研究開発のデジタルトランスフォーメーション
（DX）の導入と展開を当然含むが，それにとどまるも
のではない。DXを重要な要素としつつも，研究開発
システム全体を新たな姿に導く変革が RXである。
　多くの社会・経済活動と同様に，世界中の研究開発
現場が新型コロナウイルスの影響を大きく受けてい
る。我が国でも研究活動が全国的に停滞した。各所で
持ち直しも見られるが，まだまだコロナ前と同じとい
うわけにはいかない。この状況からの再起動は困難だ
が，目指すべきは単純に元に戻すことではないはず
だ。
　一部の国で見られる驚異的なスピードでのワクチン
開発のように，各国ではパンデミックという逆境をバ
ネにした新たな取り組みが見られる。では，我が国の
研究開発はいかにあるべきだろうか。コロナ禍に対応
しつつ，従来からの課題であった研究力の向上を図る
のは，平坦な道のりではないだろう。今後も起こりう
るさらなる危機（災害やパンデミック）においても止
まることのない「強靭な研究開発活動の環境」をいか
に日本全体で築いていけるか。そのための RXの方向
性を提案したい。

コロナ禍を科学技術力再生の機会にしよう

　RXは「研究開発のどこにデジタルを導入できる
か？」というだけの話ではない。RXの出発点となる問
いは，「研究開発のやり方は，これまでと同じでいいの
か？」であるべきだ。もちろん，在宅で研究できる遠
隔化システムや，ロボットによる省人化など，DXに

よる効率化は積極的に行うべきだろう。一方，逆にリ
アルでこそ創出できる付加価値もある。そうしたバー
チャルとリアルの使い分けに加え，労働集約的な研究
環境からの脱却，安全で良好な環境の実現，研究者や
技術者の新しい働き方，心理的負担の軽減，キャリア
や進路選択の不安への配慮など，こうしたすべてが
RXには含まれるべきだろう。
　研究資金の年度主義，研究者と技術者やアドミ人材
との壁，海外を含む人材流動性など様々な面で日本の
研究システムは世界のスタンダードから逸脱している
とされる。そこから今度こそ構造転換する機会にした
い。ただし，競争力の源泉を失うことなくむしろ強化
し，また研究現場をより創造的にするものでなけれ
ば，真の意味での RXとは言えない。
　科学技術の進展とともに研究開発もより複雑化し，
新たな価値を生むことの難易度が高まっている。バー
チャルとリアルの違いを見抜き，それぞれの価値を最
大限生かすこと，また，海外を含む共同研究や学会活
動など，研究上のコミュニケーションにおける新形態
の構築，世代によるデジタル活用に対する親和性の差
への配慮なども，より包摂的な RXのために求められ
る。
　我が国では総人口とともに研究者数も減少傾向にあ
り，研究力の低下が指摘されている。コロナ禍で再認
識された問題を放置していては，国全体としての研究
力の維持・向上は望めない。これまでも漸次的な改革
が試みられてきたが，コロナ禍は各研究機関に素早い
対応と変化を余儀なくしており，今なお模索が続けら
れている。これを機に，DXの積極導入はもちろん，
人・組織，施設・モノ・資金，情報・データ・ノウハ
ウ等のあらゆる点を再考し，今後の研究開発活動の姿
を徐々にではなく一気に見いださなくてはならない。

教育機関も変革の契機に

　コロナの影響で人の移動が制限される一方，日本各
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地や世界中の研究機関をオンラインでつないでのコミュ
ニケーションはすでに日常となった。このことは，研
究人材の「所属」の概念の多様化につながると考えら
れる。元来，研究開発活動における組織の意義は，人
材も含め必要なリソースの物理的な集約にあった。今
後は，組織が「物理的に存在していなければできない
こと」の問い直しが始まるだろう。すでにいくつかの
大企業による本社ビルの売却のニュースが流れている
が，研究開発コミュニティにとっても，他人事ではな
いはずだ。今後は，人が密集しない研究の場を設計す
ることや，新たなテクノロジーの活用・導入によるコ
ミュニケーションの場を構築することが重要になるだ
ろう。
　このことはまた，特に若手研究者や学生の育成，進
路選択にも大きな影響を与え始めている。オンライン
講義が拡がる中，「この大学の学生であることの意味
は何か」を学生は自ら問い，大学もまた問われること
となった。今後，大学等の再編や競争が加速すること
は間違いなく，研究機関のみならず，教育機関も変革
の契機と捉えるべきだろう。

研究資金の自由度向上も

　資金の面で求められる変革には，財源の一層の多様
化，異なる財源の合算使用の柔軟化，間接経費使用に
おける自由度の向上，民間企業等からの各種資金の越
年積み立ての実現などが挙げられる。研究資金の硬直
性が緩和されれば，研究開発の効率化や円滑な研究者
雇用等にもつながる。これらは公的研究機関におい
て，過去何度も議論されたが抜本的改革が実現できて
いない構造的な課題である。2020年に東京大学は，
「サイバーとフィジカル両面で優れたキャンパスへ転
換するための整備を中心に投資を行う」ためとして，
償還期間 40年にて 200億円の大学債権を発行した。こ
れはポストコロナへの変革に向けた資金調達であり，
その目的は RXと重なる。多くの機関にとって債権発
行のハードルは高いが，間接経費や民間資金の扱いの
自由度を向上させ，合算使用や積立使用をスムーズに
行うといった，目の前のできることから着手すべきだ
ろう。

デジタルネイティブ研究者の育成を

　AIなどを活用して研究開発を省力化・自動化する
ことは，RXの 1つの方向性である。個々の装置の自動
化から始まり，やがては装置間をつないだシステム全

体の自動化（知能化）が進むだろう（国内外の先進的
な事例を，JST研究開発戦略センターのレポート 1）で報
告している）。ここで重要なのは，こうした研究基盤の
DX化はあくまで手段であり，目的は研究の推進体制
自体の変革だということである。研究の個々のプロセ
スが自動化されるとしても，RXを推進する主役は創
造性の高いエキスパートである。これからの世代の研
究者は，自動化の進む研究室で育つことになる。その
ようなデジタルネイティブな若手研究者は，これまで
の世代とは全く異なる発想で新しい成果を創出してい
く可能性を秘めている。自動化の推進と同じかそれ以
上に，彼らの育成が重点項目であるべきだ。

「共創」によるRX推進を

　研究現場への自動化の導入は，研究者を時間的制約
や地理的制約から解放するかもしれない。コロナ禍に
より，研究現場ではオンラインの活用が進められてき
ており，一方でオフラインのコミュニケーションの重
要性も改めて認識されつつある。オンラインは効率性
の面で利点も多いが，認識の齟齬，偶発性から生じる
セレンディピティや閃きを削ぐ恐れ，世代間格差とい
った課題もあり，オフラインとオンラインを柔軟に組
み合わせつつ，コミュニケーションの効果を高めるこ
とが重要である。
　「強靭な研究開発活動の環境」を築くためには，自然
科学だけでなく人文社会科学をも横断する幅広い分野
で，かつ研究開発コミュニティを越えた多様な主体が
関わり，若手とシニアが強く連携し，ジェンダーを越
え，ともに解を創造していく「共創」がますます重要
になる。その際，デジタル技術を駆使しながらも，す
べてのステークホルダーを包摂する RXの実現が欠か
せない。RXに唯一の正解はない。上記のいくつかの提
案で述べたように，産学官の様々な現場で RXを体現
し，互いに学び，さらに良い形を求め切磋琢磨してい
こうとするチームや人々によって，RXが力強く推進
されていくことを期待し，応援したい。
 1） リサーチトランスフォーメーション（RX）ポスト/with コロナ時代，

これからの研究開発の姿へ向けて（―The Beyond Disciplines Collec-
tion―）, JST-CRDS, 2021.01.
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